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公益財団法人 松井角平記念財団 

助成金支給規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公益財団法人松井角平記念財団（以下「当財団」という。）の定款第４

条に定める助成の対象になるものに支給する助成金（以下「助成金」という。）につい

て、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（助成金の支給対象） 

第２条 この規程に基づく助成金の支給対象は、次に掲げるものとする。 

（１）日本にある寺院、神社等の建造物に関する学術研究への助成 

（２）日本にある文化財の建造物の保存、修復に関する学術研究への助成 

 

（申請者の募集及び資格） 

第３条 助成金の希望者（以下「申請者」という）の募集方法は、公募とする。 

２ 日本の大学、その他研究機関に在職し、主たる仕事が研究職として研究活動に従事し

ている研究者（大学院生、専攻科生等は対象外）とし、共同研究者も同様とする。 

 

（申請） 

第４条 申請者は、所定の申請書を当財団に提出しなければならない。 

 

（助成の対象となる経費） 

第５条 助成の対象となる経費は、研究者本人の人件費等以外の経費とし、機械器具装置の購

入費や賃借料、旅費、消耗品費、謝金等が含まれるものとする。 

 

（助成金支給手続等）   

第６条 当財団の事務局長は、受け付けた申請書を選考委員会に提出するものとする。 

２ 選考委員会は、第２条の助成金の支給対象者を選考し、その結果を理事長に報告する

ものとする。選考委員会は、必要と認めるときは、申請者に対し追加資料の提出を要求

し、あるいは口頭の説明を求めることができる。 

３ 選考委員会は、前項の助成金の支給対象者を選考する時に、助成金支給対象者に選定

されたものが、辞退した場合に備え、補欠者を選考することができる。 

４ 理事会は、選考委員会の選考結果に基づき、助成金支給対象者（補欠者ある場合は補

欠者を含む。）を決定する。理事会は決定にあたり、必要に応じて選考委員の意見を聴

取することができる。 

５ 理事会で決定された事項に基づき、事務局長は、各申請者に決定事項を内示するもの

とする。 

６ 助成金は、全額または必要により分割した額をもって助成金支給対象者に支給する。 

 

（助成金の決定通知） 

第７条 前条により決定された助成金の決定通知は、申請者に対し書面により通知する。 
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（研究計画等の変更） 

第８条 助成金の支給の決定を受けたのちに、研究計画等に関し、重要な変更をしようとする

ときは、当該助成金の支給の決定を受けた者は、あらかじめ理事長の承認を受けなけれ

ならない。 

 

（整理保管） 

第９条 助成金の支給を受けた者は、領収書および受領書など関係書類を整理保管しなければ

ならない。  

 

（収支報告）   

第１０条 助成金の支給を受けた者は、３月３１日に収支について理事長に報告しなければな

らない。ただし、第１４条により報告したものを除く。 

 

（監査） 

第１１条 理事長は、必要があると認めたときは、理事会の承認を得て、助成金の支給を受け

た者に対し、経理ならびに研究事項等につき報告を求め、または経理ならびに研究の

内容等につき監査することができる。 

 

（研究報告の発表）   

第１２条 当財団は、助成金の支給を受けて実施した研究の全部または一部を、研究業績集と

して印刷その他の方法をもって発表することができる。 

２ 研究報告の要旨は、当財団の刊行物もしくはホームページに掲載するものとする。 

 

（刊行物の報告） 

第１３条 助成金の支給を受けた者が、その助成金に係る研究の結果の全部もしくは一部、ま

たは要旨を刊行または発表する場合は、当財団から助成を受けた旨を明記し、理事長

に報告しなければならない。 

 

（実績の報告） 

第１４条 助成金の支給を受けた者は、研究実施期間終了後３ヶ月以内に、収支報告とともに

実績および研究報告の要旨を理事長に報告しなければならない。 

 

（助成金の決定の取消、中止、および返還） 

第１５条 助成金の支給を決定された者が、次の各号のいずれかに該当したとき、またはその

事実が判明したときは、当財団は助成金の支給決定を取り消し、交付を中止し、また

はすでに支給した一部もしくは全部の返還を求めることができる。 

（１）虚偽の申し出または報告を行なったとき 

（２）対象となる研究活動等が中止になったとき 

（３）その他この規程の目的に照してふさわしくないものと理事会が認めたとき 

２ 前項各号の事由が発生した場合には、事務局長は理事長へ報告するものとする。 

３ 前項の報告を受けた理事長は、必要に応じて関係者への聴取等を行い、事由の事実

について精査した上で、決定の取り消し、交付の中止、返還の要求を行うことを決定

するものとする。 
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（改廃） 

第１６条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

（細則） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は理事長が定める。 

 

 

附   則 

 

１．この規程は、平成２７年１０月２３日より施行する。 

 

平成２８年２月１２日改訂 

平成２９年６月１６日改訂 

平成３０年８月２８日改訂 


